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研究成果の概要：
出生性比に月間格差があり、その格差が 年頃を境に変化したことを明らかにした。死1980

産を分析し、前者の現象は死産の月間格差によってもたらされているのではないかという解釈
を支持する結果を得た。関連文献を概観した。国内では、記述疫学的研究に基づき性比低下傾
向の仮説要因を上げた研究報告がほとんどであった。今後、これまでに上げられている仮説要
因について、曝露状況の確認、及び性比との関連を検討する分析疫学的研究が必要である。
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１．研究開始当初の背景

1925わが国の出生性比（以下、性比）は

年から 年頃にかけて上昇し、その後は1970
低下している。近年の性比の低下傾向につ

いては様々な化学物質による環境汚染、ホ

ルモン薬の使用、胎児期あるいは受精時に

おける人為的な性選択などの関与が仮説と

してあげられているが、十分な合理的解釈

は得られていない。

研究代表者らは、わが国で近年観察され

た性比の低下傾向の原因を検討するため、

これまで、人口動態統計を用いた「出生性

比の経時的推移の観察」を進めてきた。そ

こで得られた知見は、性比の低下傾向が、

① 代と比較して 代で著しい、② 代20 30 20
の第 児で著しく、 代の第 児に限っ2,3 20 1



て緩やかである、そして③ ～ 未満1.5 2.5kg
の低体重児で著しいの つであった。しか3
し、近年の低体重児の出生割合は、どの母

の年齢階級でも増加傾向にあり、②の現象

は近年の低出生体重児の増加傾向だけで説

明できるものではなかった。そこで、これ

らの現象を矛盾なく説明することについて

検討したいと考えた。

２．研究の目的

これまでに公表されている研究成果の整

理と人口動態統計の観察を通じて、わが国

で近年観察された出生性比の低下傾向の原

因を検討する。

３．研究の方法

国内外における文献収集・整理(1)
英語文献は、米国国立図書館のデータベ

ース を用いて検索した。検索キーPubMed
"sex ratio" and "birth" andワードに

を用い、言語を英語または"epidemiology"
日本語として検索した。日本語文献は、日

本科学技術情報センターのデータベース

を用いて検索した。MEDLINE+JMEDPlus
人口動態統計の観察(2)
出生性比の季節格差の観察(2)-1

①資料

～ 年の人口動態統計から月別1947 2005
性別出生数を得た。

②性比の観察

。各年各月の性比を求めて推移を観察した

また、月別に 年間の性比の移動平均を求9
2,3 4,5 6,7めて観察した なお 各年の 月 月。 、 、 、

月、 月、 月の か月間の出生数を8,9 10,11 2
まとめて分析した。

死産の季節格差の観察(2)-2
①資料

年～ 年の人口動態統計から、1980 2006
月別出生数、妊娠期間別出生数、月別死産

数、妊娠期間別死産数を得た。

②指標の検討

死産率は、出産数（出生数＋死産数）に

対する死産数の割合として定義され、観察

されている。しかし、その定義での死産率

は、分母の出生数（出生数に季節格差があ

る）の影響を大きく受けてしまう性質があ

った。そこで、死産の季節格差の観察に用

いる指標を検討した。

③指標の算出

②で提案した指標を用いて、各年各月に

おける指標値を算出し、死産の月間格差を

観察した。

４．研究の成果

国内外の文献整理(1)
国内外における文献収集(1)-1

国、地域レベルで性比を観察し、年次推

移や地域格差を検討した論文 件（英語文46

献 件、日本語文献 件 、性比に影響を24 22 ）

与える要因を検討した論文 件（英語文献51

件、日本語文献 件）を得た。さらに検40 11
索した文献に引用されていた関連論文も収

集した。収集論文の代表的年代は 年以1990
降であった。

国、地域別出生性比の観察(1)-2
性比の低下傾向は、デンマーク（ 年1950

頃以降 、カナダ、アメリカ（各 年頃） 1970
以降 、フィンランド（ 年頃以降 、ベ） ）1980
ルギー、ドイツ、スペイン、フランス、オ

ーストリア、ポルトガル、スウェーデン、

イギリスなど多くの欧米諸国において観察

(MØller, 1996 Devra, et al.,されていた 、

、 。イギリス1998 Vartiainen, et al., 1999)
（スコットランド）では、焼却所の排ガス

による大気汚染のひどい地域で性比が低い

ことが報告されており 、イWilliams, 1992）
タリア（セベソ）ではダイオキシン放出事

故後の高濃度曝露者（血清中ダイオキシン

濃度が高い両親）で性比が低かったことが

報告されていた（ 。性比の低MØller, 1996）
下傾向が共通して工業国に認められること

から、近年の先進諸国における性比の低下

傾向の原因として様々な化学物質（農薬、



ホルモン薬、ダイオキシン等）による環境

汚染の影響が仮説として上げられていた

、 。一方(MØller, 1996 Devra, et al., 1998)
、 、 、 、で 諸国の中でも ギリシャ イタリアEU

(Astolfi,オランダの性比は増加傾向にあった

、フィンランドにおける性比のet al., 1999)
低下傾向は工業化や農業、ホルモン薬の導

(Vartiainen, et入に先立って始まっていた

、アイルランドでは工業化を経験al., 1999)
していても 年頃以降性比は増加傾向に1960
あった 、そし(Figà-Talamanca, et al., 2003)
てイタリアでは性比の低下傾向が農薬使用

量の多い地域や強度の工業汚染地域でみら

(Moynihan, etれず主要な都市部でみられた

などが報告されていた。それらのal., 1999)
研究報告では共通して、先進諸国における

性比の低下傾向は必ずしも環境汚染の影響

だけで説明できるものではないと解釈され

ていた。多くの先進諸国で観察されている

性比の低下傾向の原因については、わが国

と同様、合理的な解釈が得られていなかっ

た。

一方、中国、韓国、台湾等のアジア諸国

では 年代後半以降、異常に高い性比が1980
観察されていた 趙 徐 。これは当該( , : 1994)
国民の強い男児選好を背景とした人為的性

選択（超音波診断の結果に基づく性選択的

な人工妊娠中絶）によるものと解釈され、

(Cho et al., )(Wen: J Biosoc納得されている

。人為的性選択による性比への影Sci. 1993)
響の可能性はインドにおいても指摘されて

いた（ 。性比の不均衡Sachar et al., 1995）
は、現在の、そして将来の人口、社会に大

きな影響を及ぼすことから、例えば韓国で

は、その現象（性比の不均衡とその要因）

1987 1994が大きな社会問題となり、 年と

年に医療法を、 年には家族法を改正す1990
るにまで至っていた。性別選好は、出生数

に影響を与える要因として欧米諸国におい

(Sloane et al.,て も 検 討 さ れ て い た

。アジア諸国の中で1983)(Krishnan, 1987)
も、北朝鮮（ ）や日本等ではGoodkind, 1999

異常に高い性比は観察されていない。わが

国では、 年代以降、男児選好から女児1980
選好へと移る傾向にあることが報告されて

いる（守泉 。, 2008）
わが国の性比は、 年頃以降、低下傾1970

向にあった 。さらに、性(Ohmi et al, 1999)
、 （ 、比の低下傾向は ①日本海側の地域 秋田

富山、石川、京都、島根および福岡）で著

しい（内田 ）､②首都圏を囲んだ重化, 2000

学工業地帯（北海道、埼玉県、千葉県、東

、 、 ） 、京都 神奈川県 大阪府 で著しい 羊( , 2007)
③出産順位が高い、母の年齢が高い群で著

2,3 1しく、 年頃以降、第 児の性比が第1970

児より、 代の性比が 代より低くなった30 20
（永井 ） 高橋 という知見、④, 2002 ( , 2004)
鹿児島県の性比は全国値よりも低いが上昇

40傾向にあり、当該県内の市町村別性比は

歳以上の高齢出産割合と負の有意相関があ

った 柳橋 、⑤ 年から 年頃( , 1990) 1899 1940
まで性比の季節格差は顕著（特に九州、南

海）であったが、 年代以降格差は薄れ1940
た（川名 、などの知見が得られてい, 1992）
た。その他、水俣病認定患者における児の

性比 （水俣病総合センター 、メ0.65 , 2002）
チル水銀汚染地区の性比、化学工場労働者

（樹脂製品製造及びジシクロロペンタジン

の回収作業に従事）の児の性比を検討した

論文があり、いずれも低い性比が観察され

ていた。わが国における近年の性比の低下

については、記述疫学的研究の結果に基づ

、 （ 、 、いて 様々な化学物質 メチル水銀 農薬

ダイオキシン等）による環境汚染、ホルモ

ン薬（副腎皮質ホルモン、ピル、排卵誘発

剤等）の使用、胎児期あるいは受精期にお

ける人為的な性選択などの関与が仮説とし

てあげられていたが、いずれも、結果に示

された現象について十分な合理的解釈は得

られていなかった。



性比に影響を与える要因の検討(1)-3
低い性比が観察された曝露要因として、

父親の、ダイオキシン曝露、メチル水銀曝

露、高周波電磁波曝露、職業（製粉機労働

者、カーボンセッター、樹脂製品製造及び

ジシクロロペンタジン回収作業 、母親の、）

妊娠中の （台湾の嗜好Betel quid chewing
品 、妊娠初期のジエチルスチルベストロー）

（ ） 、 、ル 合成エストロゲン 使用 排卵誘発剤

低身長、肥満、未婚、低い教育、メチル水

銀曝露、そして環境要因（低気温環境、地

震等の災害、 年 月 日のテロリス2001 9 11
ト攻撃、母親の仕事環境の季節性 、などが）

報告されていた。性比との関連がみられな

かった曝露要因として、父親の 曝露、DDT
（ ）、 （ 、職業 女性美容師 戦争 ～ 年1991 1995

旧ユーゴスラビア国、クロアチア 、塩素処）

理された飲料水、小児がん治療での生殖腺

被爆、石油精製工場からの大気汚染などが

報告されていた。 曝露については性比DDT
。 、が高かったことを示す論文もあった また

高い性比が観察された曝露要因として、父

親の 曝露 以上、妊娠中のインPCB 8.1μg/l
フルエンザ感染などが報告されていた。

() 今後の検討課題1 -4

欧米諸国では 年頃から、わが国では1990

年頃から、性比低下傾向の原因を検討2000

する論文が散見されるようになった。国内

では記述疫学的方法に基づきその仮説要因

を検討したものがほとんどであった。欧米

諸国では、特定の要因曝露と性比との関連

を明らかにするための分析疫学的研究が数

多く行われていた。しかし、わが国ではメ

チル水銀曝露と性比との関係、化学工場労

働者の化学物質曝露と性比との関係を分析

した研究報告等が得られたのみであった。

今後、これまでに上げられた仮説要因につ

いて、集団の曝露状況の確認、及び性比と

の関連を検討する分析疫学的研究が必要と

考えられた。

人口動態統計の観察(2)
出生性比の季節格差(2)-1
年～ 年代前半頃の出生性比は1950 1960

月に最高、 月に最低、 月にやや高か12 1 6-7
った。 年の前後で出生性比は大きく変1966

(1965 12 101 1966 1 ,12動した 年 月： 、 年 月

111, 117 1967 1 99)月：各約 約 、 年 月：約

が一過性であった。 年頃以降は 月1970 4-5
、 、 、に最高 次いで 月 月にやや高く6-7 8-9,1

月に最低であった。2-3,10-11,12
図 のように、 年頃までの性比の増1 1970

加傾向は 月に著しく、 月にやや顕著、1 4-5
年頃以降の低下傾向は 月 月に緩1970 1 ,4-5

12 1950 1990やかであった。 月は 年頃から

年頃まで著しい低下傾向にあった。

年前後の一過性の変動は虚偽の出生1966
日の届出（丙午の女子を嫌う迷信から出生

日を変えた届出がある）によることが知ら

れている。 年以来の 月 月の出生1947 1 ,12
性比の変化も虚偽の届出（女児を翌年生ま

れとする傾向が弱まった）と 年頃以降1970
の全体の低下傾向で説明できる。その他、

時間的変動の月による違い（ 年頃まで1970
の上昇傾向が 月で他の月に比べて著明な4-5
こと、 年頃以降は 月が他の月に比1970 4-5
べて緩やかであること）出生性比の月間格

1970 1970差、その 年頃を境とした変化（

図 月別出生性比の年次推移1
（ 年間の移動平均）9



、年頃以前は 月12>6-7>4-5,8-9>2-3,10-11>1
1970 4-5,6-7>8-9,1>2-3,10-11,12年頃以後は

） 。月 の理由を明確に説明することは難しい

。出生性比に影響を与える要因に死産がある

死産の起こりやすさに季節格差があり、そ

れが変化しているとすれば、 年頃以降1970
の出生性比の季節格差を説明できるかもし

。 、 、れない 本研究成果を踏まえ 次年度には

死産の月間格差の観察を行った。

死産の月間格差の検討(2)-2
①指標の提案

死産の季節格差の観察に用いる指標とし

て、次の「月別妊娠期間標準化死産率比」

を提案した。

月別妊娠期間標準化死産率比
*1

月間死産数
= *2
∑（月別妊娠期間別月間妊娠数

× )基準妊娠期間別死産率
*3

30
*1: = ×月間死産数 月別死産数

月間日数

月別妊娠期間別月間妊娠数は次式に従っ*2:

て求めた。

11- m
P = N(k+i) (m+i)k m･ ∑ ･

i =0

月における妊娠期間 月の妊娠数P : k mk m･

月における妊娠期間 月の出生数･N : k mk m･

(*)死産数

月出生数 当該年の妊娠期間別出生*: k ×

割合 月死産数 当該年の妊娠期間+k ×

別死産割合

（ 年 月）～ （ 年 月）K: 1 1980 1 312 2005 12

妊娠期間 ～ （月）m: 4 11

基準妊娠期間別死産率は 年の妊娠*3: 1980

期間別死産率を用いた。

妊娠期間別死産数
妊娠期間別死産率 ＝

妊娠期間別妊娠数

②死産の季節格差の観察

図 のように、自然死産、人工死産とも2
、 （ ）に 月別妊娠期間標準化死産率比 死産率

1990 9 2,6は、 年頃まで 月に最高、次いで

11,12 1990月に高く、 月に最低であったが、

年頃以降は、 月が最高、 月が最低と2,9 6,11
なった。

1990 2年頃以降、死産率が最高となった

月の死産児の出生予定月 月の性比は、死7-8
11 4-5産率の低い 月の死産児の出生予定月

月の性比より低下傾向が著しい。自然死産

率が高いと出生性比は低いと一般的に考え

られている。本結果は、 年以降の性比1980
の月間格差が、死産率の月間格差によって

もたらされているのではないかという解釈

を支持するものであった。死産の月間格差

と関連する要因が、近年の性比低下傾向の

原因の つである可能性が考えられた。1

図 月別妊娠期間標準化死産率比の推移2

（ 年間の移動平均）5
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